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第１章 基本的な考え方

１ 背景

本市では、国が示した「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」に基づき、

平成２３年度から新座市災害時要援護者支援制度を開始し、地域における避難

支援体制づくりに取り組む町内会、自主防災組織等に、災害時要援護者名簿の

提供を行ってきました。

平成２３年の東日本大震災では、犠牲者の約６割を６５歳以上の高齢者が占

め、また、障がい者の犠牲者の割合についても、健常者と比較して約２倍に上

ったと推計されています。こうした被災傾向は、過去の大規模な震災・風水害

などにおいても共通してみられるものであり、災害発生時に自力で迅速な避難

行動をとることが困難な方への避難支援の強化が急務になっています。

こうした状況を受け、国は、平成２５年６月に災害対策基本法を改正し、同

年８月にはこれまでのガイドラインを全面改訂した「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針」を示しました。

これを受け本市では、平成２７年２月に避難行動要支援者対策を「新座市地

域防災計画」に位置付け、「新座市避難行動要支援者支援制度」を開始しまし

た。

さらに、当該制度を適切かつ円滑に実施し、基本的な考え方や進め方を明ら

かにするため、新座市地域防災計画の下位計画として、国の取組指針を踏まえ

た「新座市避難行動要支援者避難支援プラン全体計画」を定めました。

２ 基本的な考え方

避難行動要支援者の支援に当たっては、平常時における地域の避難支援体制

づくりが大切です。

これには、避難行動要支援者も含めて、まずは住民自らが日頃から災害に対

する意識を高めるとともに、個人で備えをする「自助」や町内会等、近隣住民

との助け合い・支え合いによる「共助」が必要となります。

このような「自助」や「共助」が機能するためには、日頃からの地域のつな

がりを通じた取組により、「私たちのまちは、私たちで守る」という自覚や連

帯感を基本とした避難支援体制づくりを推進していくことが必要となります。

また、「自助」や「共助」と併せて、市による「公助」と連携して避難行動

要支援者の避難支援体制の整備を図ることにより、地域の安全・安心体制を強

化することを目的とします。
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第２章 避難行動要支援者

災害発生時に、必要な情報を迅速かつ的確に把握し、自らを守るために安全な

場所に避難するなどの一連の行動をとることが困難な方々を「要配慮者」といい

ます。

市では、これらの要配慮者のうち、要介護認定を受けた高齢者や障がい者など、

災害が発生した場合に一人で避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避

難の確保を図るために、特に支援を要する以下の要件に該当する方を「避難行動

要支援者」と位置付け、地域での避難支援体制づくりのために名簿を作成するこ

ととしています。

避難行動要支援者は、市に「新座市避難行動要支援者登録届出書（以下「届出

書」という。）」（様式１）（１７ページ参照）を提出し、「平常時から町内会

等に情報を提供することに同意したもの（以下「同意者」という。）」と「その

同意確認ができていないもの（以下「同意未確認者」という。）」に分類されま

す。

なお、入院中の方や各種施設に入所されている方は、災害時に避難行動要支援

者を支援する地域支援者による安否確認の必要がないと考えられることから、在

宅の方のみを名簿掲載対象者としています。

■「要配慮者」と「避難行動要支援者（名簿掲載対象者）」

要配慮者

○乳幼児

○日本語の理解が十分でない外国人 等

避難行動要支援者
○要介護高齢者

・75 歳以上の方のみで構成された世帯の方で、要介護認定（要介護１～５）を受

けている者

・障がい高齢者の日常生活自立度が(Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ１、Ｃ２)の者

・認知症高齢者の日常生活自立度が(Ⅱa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、M) の者

・認定調査項目の「視力」について、（３．目の前に置いた視力確認表の図が見え

る、４．ほとんど見えない、５．見えているのか判断不能）の者

・認定調査項目の「聴力」について、（１．普通）に該当しない者

○障がい者

・身体障がい者手帳所持者(１～２級)

・療育手帳所持者（知的障がい）(Ⓐ、Ａ)

・精神障がい者保健福祉手帳所持者(１級)

○難病者

・障がい者総合支援法による支援を受けている者

・障がい児通所支援施設に通所している者
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第３章 避難行動要支援者名簿

１ 名簿の種類

市が作成する避難行動要支援者名簿は、「同意者のみの名簿」と、それに同

意未確認者を加えた「災害発生時又は発生するおそれがある場合に名簿掲載対

象者の同意の有無にかかわらず、法令に基づき町内会等に提供される名簿」の

２種類があります。

２ 名簿の提供

避難行動要支援者名簿は平常時から町内会等の避難支援等関係者に提供され、

共有されることで、災害発生時の円滑かつ迅速な避難支援等の実施に結びつき

ます。

そのため、市は国の取組指針に基づき、あらかじめ避難行動要支援者本人の

同意を得た名簿について、避難支援等の実施に必要な限度で平常時から避難支

援等関係者へ提供します。

また、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合においては、避

難行動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があるときは、本人

同意の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係

者に名簿を提供することができます。

３ 名簿に掲載する事項

本市では、国の取組指針を受け、避難支援に必要な事項として次に掲げる事

項を名簿に掲載するものとします。

⑴ 氏名

⑵ 生年月日

⑶ 性別

⑷ 住所又は居所

⑸ 連絡先（電話番号等）

⑹ 避難支援等を必要とする事由

⑺ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項

４ 名簿情報の更新

災害発生時に迅速かつ適切な避難支援を行うため、名簿情報の更新を定期的

に行うものとします。

また、新たに名簿掲載対象となる方に対しては、定期的に通知を送付し、避

難支援希望の有無や名簿掲載（個人情報の提供）への同意の確認を行います。
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■名簿情報の取得方法と更新頻度

名簿情報区分 情報取得方法 更新頻度

介護・障がい情報の変更、

死亡・転出・施設入所情報等
市が所有する情報 １回以上／月

緊急連絡先・施設入所情報等 避難行動要支援者の届出 随時

地域支援者・町内会加入状

況・施設入所情報等
町内会等の届出 随時

新たに名簿掲載した者 避難行動要支援者の届出 随時
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第４章 避難行動要支援者名簿の受領・更新手順、地域支援者の選出

市の担当課から、避難行動要支援者宛てに、「届出書」（様式１）を送付

します。

避難行動要支援者は、市から届いた「届出書」（様式１）に避難支援希望

の有無や、名簿掲載（個人情報の提供）への同意確認などの必要事項を記入

して、市に返送します。

市は、名簿管理責任者（町内会等が設置する者で、町内会長等の市から提

供を受ける名簿及び本人から収集した情報の管理を行う者をいう。以下同じ。）

へ、同意者の名簿を提供します。避難行動要支援者名簿を受け取る際に、名

簿管理責任者は、「避難行動要支援者名簿（平常時）受領書兼誓約書」

（２１ページ参照）を市へ提出します。

避難行動要支援者名簿の提供を受けた名簿管理責任者は、登録された避難

行動要支援者を支援する地域支援者を選出し、「新座市地域支援者選出届出

書」（様式２）（１９ページ参照）を市へ提出します。

市は、避難行動要支援者の同意の有無及び転居・死亡等の名簿情報を定期

的（月に１回以上）に更新します。

また、名簿管理責任者へ配布している避難行動要支援者名簿の更新は年に

２回（５月頃・１０月頃）行い、名簿管理責任者への名簿の提供は、５月頃

には古い名簿と引き換えに新たな名簿を提供し、１０月頃には、変更があっ

た地域にのみ変更部分を送付します。

なお、新たに避難行動要支援者に該当となる方に対しては、定期的に届出

書（様式１）を市から送付し、避難支援希望の有無や、名簿掲載（個人情報

の提供）への同意について確認します。

Step１ 市から避難行動要支援者宅へ届出書を送付

Step２ 届出書の提出

Step３ 避難行動要支援者名簿の提供

Step５ 避難行動要支援者名簿の更新

Step４ 地域支援者の選出
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■名簿の提供方法等

提供方法 更新・頻度

前年度の名簿と引き換えに新たな

名簿を提供
１回以上／年（毎年５月頃）

登録情報の変更があった地域に対

し、変更部分の名簿のみを送付
１回以上／年（毎年１０月頃）
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第５章 個人情報の取扱い

１ 名簿に掲載される個人情報の収集方法

名簿に掲載される個人情報（３ページ「３ 名簿に掲載する事項」参照）の

うち、⑴氏名、⑵生年月日、⑶性別、⑷住所又は居所、⑹避難支援等を必要と

する事由は、市の福祉担当部署で管理している情報を利用します。

また、⑸連絡先は、対象者本人（もしくはその家族等）が記入した「届出書」

（様式１）の情報を利用します。

⑺市長が必要と認める事項については、市の情報及び「届出書」（様式１）

の情報を利用します。

なお、町内会等は、名簿管理責任者を置くものとします。

■名簿に利用する情報を管理している福祉担当部署

２ 個人情報の共有と活用

避難行動要支援者名簿に掲載される情報は、平常時の避難支援体制づくりや、

災害発生時の安否確認等に利用されるものであり、名簿管理責任者が情報を保

有しているだけでは、地域の取組として活用することは困難です。

そのため、誰がどの避難行動要支援者に関する名簿を管理しているのかを把

握した上で、避難支援の取組に必要な範囲の情報として、対象となる名簿（複

写）を下部組織（班長、組長及びマンション等の管理組合長等）等、実際に避

難支援に携わる方へ配布することが法で認められています。

名簿情報を共有する範囲や活用方法に関して、地域ごとに取組方法を定め、

事前に住民へ周知・共有することで、地域全体の防災意識を高めることにもつ

ながります。

３ 個人情報の保護

名簿を活用する一方で、その内容はいずれも重要な個人情報です。名簿の提

供を受けた者に対しては、法律上の秘密保持義務が課せられていますので、そ

の取扱いには十分注意してください。

避難行動要支援者名簿の提供を受けた名簿管理責任者においては、できるだ

け名簿を施錠可能な場所に保管し、情報共有等のために複写する際も必要最小

名簿掲載対象者 担当部署

要介護高齢者 長寿はつらつ課

介護保険課

障がい者（身体、知的、精神）

難病者

障がい者福祉課
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限の枚数にすることで、名簿の紛失などが発生しないよう管理を徹底します。

また、町内会長等の変更に伴い、名簿管理責任者の交代があった際には、速や

かに市へ届け出るとともに、名簿の管理等について新任者へ十分な引き継ぎを行

います。

市では、避難行動要支援者名簿を提供する際に、誓約書の提出により守秘義務

を確保し、各地域での個人情報の取扱いに関する規約等の整備を推進することな

どにより、個人情報保護の徹底を図ります。

加えて、避難支援等関係者が必要以上に避難行動要支援者の個人情報を要求し、

その利益が損なわれることがないよう、避難支援等関係者へ名簿提供時等に説明

するとともに、市で保管する名簿についても、バックアップデータ等を含め、情

報を適正に管理します。

４ 町内会等における規程・規約の整備

町内会等で避難行動要支援者名簿を適正に管理するために、名簿の取扱い等

を定めた「規程」や「規約」を整備することが重要です。

なお、個人情報取扱い規定（モデル）については、２２ページに掲載してい

ます。



- 9 -

第６章 避難行動要支援者の避難支援等に関する事項

１ 地域及び市における避難支援体制

２ 安否確認体制の構築（名簿の活用）

災害発生時に、被害を最小限にとどめるためには、支援を必要としている地

域住民の安否をより早く、正確に確認することが重要です。

安否確認の実施に当たっては、地域住民の全員が対象となりますが、特に避

難行動要支援者は自ら避難するなどの行動をとることが困難であるため、その

安否をいち早く把握することが、犠牲者を減らす第一歩となります。

町内会等の状況により、個別避難支援プラン（１１ページ参照）の作成が困

難な場合でも、いざという時に安否確認を行う体制を構築し、避難行動要支援

者を含めた訓練を実施することで、地域の防災力が高まります。

⑴ 平常時の取組

地域での安否確認については、町内会長や自主防災会長等が主体となり、

市から提供された避難行動要支援者名簿に基づき１世帯ずつ確認する方法

がありますが、これでは数十～数百世帯を確認するのに多くの時間がかかっ

てしまいます。

また、名簿に記載された方だけの安否確認を行う場合は、名簿に記載され

ていない方が災害発生時に救助が必要な状況となった場合、取り残されてし

まう可能性があります。このため、次のような安否確認の方法を地域で取り

決めておくことが推奨されます。

平常時 災害発生時

地域
・日頃の見守り、声掛け

・地域における避難支援体制づく

り（安否確認体制の構築等）

・地域全体で防災活動を推進する

風土づくり など

・情報の収集及び伝達

・安否確認、避難誘導 など

市役所(本庁) ・避難行動要支援者情報の収集、

提供

・避難行動要支援者名簿の作成

・避難支援のための計画策定及び

管理

・制度の広報、啓発 など

・避難のための情報伝達

・安否情報の収集

・避難施設での生活に支障の

ある方の受入のための福祉

避難所（社会福祉施設）と

の連絡調整

町内会等

自主防災組織

民生委員・児童委員

危機管理室

長寿はつらつ課

介護保険課

障がい者福祉課
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【安否確認の方法（例）】

・地域を小さなブロック（10～20世帯程度の組や班など）に分割し、ブロックご

とに長を決める。ブロック長は手分けしてブロック内の家々を回り、安否を確

認する。

・事前に『無事です』と書いた旗やマグネットなどを準備しておき、無事ならば

それを外に出すという約束をしておく。ブロック長はブロック内の家を回り、

旗やマグネットが出ていない家だけ安否を確認する。

・町内会等であらかじめ指定した避難場所に集合していない世帯を近隣の方が安

否を確認する。

※ 安否確認を実施する際は、上記の小さなブロックごとに名簿を作成すること

が理想的です。（既に町内会等の班や組ごとに名簿や連絡簿が作成されていれ

ば、それを活用します。）

市から提供された避難行動要支援者名簿を活用して、名簿に避難の支援が必

要な方かどうかの情報を記載します。

この名簿は、避難行動要支援者名簿が更新される時期などに合わせて、定期

的に見直します。また、平常時から、安否確認に携わる方の役割分担や確認の

方法を決めておき、地域の中で周知・共有しておくことが重要です。

避難行動要支援者を含め、町内会の皆さんで、大地震が起きたことを想定し、

「避難場所」を拠点とした訓練を実施することで、災害発生時における安否確

認の実効性が高まります。

⑵ 災害発生時の取組

災害発生時においては、平常時にあらかじめ決めておいた方法により、安否

確認を実施します。避難行動要支援者は自ら避難することが困難であるため、

必要に応じて避難支援を行います。



- 11 -

（安否確認体制の例）

３ 個別避難支援プランの作成

個別避難支援プランは、災害発生時において避難行動要支援者の避難誘導を

的確に行うため、町内会等の避難支援等関係者が中心となり、避難行動要支援

者に関する次の項目等について計画するものです。

プランの作成に当たっては、避難行動要支援者本人（又はその家族等）と話

し合いながら進めることが重要です。

会長

（情報班）

組

リーダー

班

リーダー

住
民

住
民

住
民

班

リーダー

住
民

住
民

住
民

組

リーダー

班

リーダー

住
民

住
民

住
民

班

リーダー

住
民

住
民

住
民

≪個別避難支援プランに盛り込む事項（例）≫

地域支援者、避難場所、避難経路、避難方法、情報の伝達方法、個人で

備蓄が困難な物資、必要な支援の内容



- 12 -

第７章 避難支援等関係者に関する事項

１ 避難支援等関係者の範囲

災害発生時において、避難行動要支援者の安否の確認や避難誘導に携わる関

係者を避難支援等関係者といいます。

市は、避難支援等関係者と連携して地域における避難支援体制づくりを推進

します。

２ 避難支援等関係者の安全確保

災害発生時においては、避難支援等関係者もまずは自身の安全確保が最優先

となります。個別避難支援プランを作成する際に避難支援を行う際の安全確保

に関するルールを定め、避難支援等関係者と避難行動要支援者の双方が理解し

ていることが重要です。

また、災害発生時の状況によっては、避難支援等関係者が直ちに支援に来ら

れない場合もあることを事前に避難行動要支援者へ周知しておくことが必要で

す。

（避難支援等関係者）

町内会等、自主防災組織、民生委員・児童委員、消防団、消防署、警察署
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第８章 避難所における支援対策

１ 避難行動要支援者の避難所

通常、災害などにより被害を受け、自分の家に居住できなくなった場合、小・

中学校などの避難所で一定の期間生活を送ることになります。

しかし、避難行動要支援者の中でも、介護が必要な高齢者や障がい者など、

避難所では生活に支障のある方は、一時的に福祉避難所へ避難することができ

ます。

避難行動要支援者の状況に応じて、避難所から福祉避難所への移動や受入れ

可能な福祉施設等への連絡調整を行い、誘導又は搬送を行います。

市は、関係団体、事業者等と事前協定を締結するなどにより、平常時から対

策を講じることとします。

なお、市では、以下の施設を福祉避難所に指定しています。

■市内の福祉避難所一覧

※ 福祉避難スペースや福祉避難所は、指定避難所及び指定緊急避難場所を

開設した後に開設されるものであり、災害発生直後に開設されるものでは

ありません。

２ 避難行動要支援者等に対する避難所の環境整備

避難所においては、避難行動要支援者の避難状況に応じて、障がい者用トイ

レの設置や、スロープ等の段差解消設備等、様々な対応が必要となります。

また、避難所では避難所運営班や要配慮者支援班等が中心になり、避難行動

要支援者の要望を把握し、プライバシー保護のための間仕切りの設置や生活援

助物資の備蓄などの環境整備が必要となります。

避難生活が長期化する場合は、高齢者、障がい者等の心身の健康管理や生活

リズムを取り戻す取組が重要となるため、医療班（保健師等）による健康相談、

№ 施設名 住所

１ 菜々の郷 馬場１－２－３５

２ 福祉の里 新塚１－４－５

３ 第一老人福祉センター 堀ノ内２－３－４５

４ 殿山亀寿苑 堀ノ内３－１３－１

５ 児童発達支援センター 堀ノ内２－３－４７

６ そらーれ新座 野火止１－１９－１５

７ 第二老人福祉センター 大和田４－１８－４１

８ みかんの里 中野１－１７－３３

９ 晴和苑 東３－７－２６
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二次的健康被害（エコノミークラス症候群等）の予防、こころのケア等を必要

に応じて実施します。
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第９章 関係機関等との連携

災害発生時において、市は次の関係機関と連携しながら避難行動要支援者の支

援を行うものとします。

１ 福祉施設等

学校等の避難所での生活に支障のある避難行動要支援者が、災害発生時に必

要な生活支援を受けられるなど、安心して生活できる体制が整備された福祉施

設を確保できるよう、本市では施設の管理者と事前協定を締結しています。

また、市内の施設の受入れ能力を超える場合は、他市町村へ避難すること

があります。

２ 福祉関係事業所等

災害発生時に円滑な安否確認活動を行うため、避難行動要支援者と日常的に

関わりのある、高齢者相談センター、居宅介護支援事業所及び訪問介護ステー

ション等と連携をする必要があります。

３ 災害ボランティアセンター

災害発生時には、新座市社会福祉協議会が主体となり、災害ボランティアセ

ンターを開設します。

災害ボランティアセンターに集まったボランティアと連携を図りながら、避

難行動要支援者に対する安否確認等を実施する必要があります。
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第１０章 普及啓発等

地域の防災力の強化や、避難行動要支援者が安心して生活していくためには、

地域住民の方々の連携、すなわち「共に助けあう」体制づくりをしていくことが

不可欠です。市では、避難行動要支援者の避難支援体制づくりのために、行政関

係機関、町内会、自主防災組織、民生委員・児童委員、近隣の方などが連携して

助け合う仕組みづくりを推進しています。

地域においては、避難行動要支援者の避難支援が迅速かつ的確に行われるため

にも、町内会等の活動等により、平常時から地域住民の防災意識を啓発していく

ことが重要です。

また、災害発生時に避難行動要支援者の安全を確保するためには、行政関係機

関（公助）や地域等の支援（共助）に加えて、避難行動要支援者本人やその家族

の平常時の備え（自助）がその基礎となります。

１ 地域住民の防災意識の啓発

市は、地域住民に対して、避難行動要支援者の安否確認や避難誘導に当たっ

て配慮すべき事項などの防災に関する知識について理解を深めるとともに、協

働の考え方から行政と地域が協力して防災体制を強化・充実することについて

「出前講座」や「新座市避難行動要支援者支援ガイド」等により普及・啓発を

図ることとします。

また、日頃から、町内会等は、地域住民の協力により、避難行動要支援者の

避難支援体制の整備を進めるものとします。

２ 防災訓練等の実施

地域住民や避難行動要支援者本人の防災意識を高めていくため、地域の中で

実施する各種の防災訓練において、避難行動要支援者の視点を取り入れた訓練

を実施するほか、避難行動要支援者本人が参加する訓練・講習会等を実施する

こととします。

３ 避難行動要支援者本人及びその家族等の防災意識の啓発

災害発生時に避難行動要支援者の身を守り、安全な避難を支援するためには、

周りからの支援だけでなく、避難行動要支援者本人やその家族等が日頃から災

害への備えを行うとともに、近隣の方と気軽に声を掛け合える関係を築いてお

くことが重要です。

また、大規模な災害が発生した場合には、近隣全てが被災者であるため、必

要な備えや避難方法、さらに避難所での生活等について、避難行動要支援者本

人及びその家族や支援者等が日頃から話し合っておくことが必要です。
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様式第１号（第４条関係）

新座市避難行動要支援者登録届出書

（届出先） 新座市長

令和 年 月 日

避難行動要支援者支援制度による支援を受けたいので、新座市避難行動要支援者支援制
度実施要綱第４条第１項の規定に基づき、以下のとおり届け出るとともに、以下の事柄に
ついて同意いたします。
１ 届出者の住民基本台帳情報、世帯情報、介護保険情報、障がい者に係る情報、高齢
者福祉サービスに係る情報及び本届出書に記載されている事項に関して、市役所の関
連部局内で共有されること

２ 避難支援等関係者（町内会等（近隣の方を含む）、自主防災組織、民生委員、消防
団、消防署及び警察）へ情報提供されること

３ 災害は、いつ、どのような形で起きるか予測困難であり、本制度による支援は共助
に基づくものであるため、早急に安否確認等を行えない場合があること

避難行動要支援者氏名

①
避
難
行
動
要
支
援
者
（
届
出
者
）

氏 名
生年月日
（年齢）

大正 昭和

平成 令和

西暦
年 月 日（ ）

住 所
〒３５２－

□ ７５歳以上ひとり暮らし等 □ 身体障がい者手帳所持者（１級または２）

かつ要介護認定者（要介護１以上） □ Ⓐ療育手帳所持者（ またはＡ）

□ 日常生活に支障のある方 □ 精神障がい者保健福祉手帳所持者（１級）

（要支援・要介護認定者） □ 難病者・難病児

□ その他支援が必要な理由（ ）

②
連
絡
先
等

電話番号

携帯電話

町内会名
町 内 会
加 入 状 況

□ 加入
□ 未加入

③
地
域
支
援
者
（
災
害
時
に
支
援
可
能
な
方
）

フリガナ ※町内会未加入者は、③地域支援者（災害
時に支援可能な方）を御記入ください。

※町内会加入者でも、災害時に支援可能な
方がいる場合は御記入ください。

氏 名

〒 ３ ５ ２

住 所 新座市

電話番号

携帯電話
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※ 事務処理欄

④
緊
急
連
絡
先
１

フリガナ

氏 名

〒 続 柄

住 所

電話番号

携帯電話

④
緊
急
連
絡
先
２

フリガナ

氏 名

〒 続 柄

住 所

電話番号

携帯電話

⑤事業所１ ⑤事業所３

⑤事業所２ ⑤事業所４

⑥医療機関１ 疾患名

⑥医療機関２ 疾患名

⑦
特
記
事
項

☑以下の該当する項目に をしてください。

□ 移動支援が必要 □ 在宅酸素を使用している

□ （ほぼ）寝たきりである □ 人工透析療法を行っている

□ 車椅子・手押し車等を使用している □ 目が（ほとんど）見えない

□ 認知症症状がある □ 耳が（ほとんど）聞こえない

□ 人工呼吸器を使用している

自力で避難できない理由や避難時に必要とする支援の内容等を記入してください。

（例）車椅子押してくれる方が必要。耳が聞こえないため、防災無線が聞こえない。等

所管課 □長寿 ・ □介護 ・ □障がい 担当 入力日

整理番号 宛名番号
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様式第２号（第６条関係）

新座市地域支援者選出届出書

令和 年 月 日

（届出先）新座市長

町内会名又は自主防災会名

※ 地域支援者情報は、避難支援等関係者の間で共有されますので御了承下さい。

※ 地域支援者に名簿の写しを提供する場合、個人情報の保護に御注意ください。

※ 別途町内会等で作成した一覧表等がある場合、本様式に替えても構いません。

※ 班単位で登録する場合は、氏名欄に班名を記入してください。

※ 可能な限り、多くの地域支援者の選出をお願いいたします。

避
難
行
動

要
支
援
者

氏
名 性別 年齢

住
所

登録

番号

地
域
支
援
者
１

氏
名

電話

番号

住
所

携帯

電話

地
域
支
援
者
２

氏
名

電話

番号

住
所

携帯

電話

地
域
支
援
者
３

氏
名

電話

番号

住
所

携帯

電話

地
域
支
援
者
４

氏
名

電話

番号

住
所

携帯

電話
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様式第３号（第７条関係）

新座市避難行動要支援者登録変更・廃止届出書

（届出先）新座市長

令和 年 月 日

町内会名又は自主防災会名

１ 登録内容の変更

２ 登録の廃止

避難行動要支援者情報

氏 名 性別 男 ・ 女

住 所 新座市
登 録

番 号

代 筆 の

場 合

氏 名

申請者との関係

□ 住所

□ 連絡先等

□ 緊急連絡先

□ その他

□ 死亡日 年 月 日

□ 転出 年 月 日

□ 施設等への入所 年 月 日

□ その他
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避難行動要支援者名簿（平常時）受領書兼誓約書

本日、私は避難行動要支援者名簿（平常時）を受領しました。

名簿の保管・利用に際しては名簿管理責任者として法律上の守秘義務を厳守す

るとともに、「新座市避難行動要支援者避難支援プラン全体計画」の趣旨を理解

し、避難行動要支援者の避難支援対策又は災害発生時等の緊急対策以外には一切

使用しないことを誓約します。

令和 年 月 日

新 座 市 長

町内会等の名称

受領者住所 新座市

受領者氏名

受領者電話番号
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避難行動要支援者に関する個人情報取扱い規程（モデル）

町内会

（目的）

第１条 この規程は、当町内会が避難行動要支援者に関する個人情報の適正な取

扱いに関して必要な事項を定めることにより、当町内会の区域内に居住する避

難行動要支援者の権利利益を保護することを目的とする。

（定義）

第２条 この規程において「個人情報」とは、避難行動要支援者名簿に掲載され

た情報及び当町内会が個人情報を基に対象者への聞き取り等により取得した情

報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るものをいう。

２ 前項の「避難行動要支援者名簿」とは、本人の同意を得て災害が発生する以

前に市から提供されるものと、本人同意の有無にかかわらず災害発生後に市か

ら提供される名簿掲載対象者全員を含むものをいう。

３ この規程において「保有個人情報」とは、当町内会が保有する、避難行動要

支援者に関する個人情報をいう。

４ この規程において「本人」とは、個人情報によって識別される当該個人をい

う。

（利用目的）

第３条 当町内会は、個人情報を避難行動要支援者の避難支援体制づくり及び災

害発生時の避難支援のために利用するものとする。

（個人情報の利用制限）

第４条 当町内会は、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲

を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

（適正な取得）

第５条 当町内会は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならな

い。

（適正な管理）

第６条 当町内会は、個人情報の保護を図るため避難行動要支援者名簿の管理責

任者を定め、個人情報の漏えい、滅失又は棄損その他の事故を防止するととも
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に、名簿の更新等により市へ名簿を返却する必要があるときは、速やかに応じ

なければならない。

（第三者への提供の制限）

第７条 個人情報を利用する場合は、利用目的の範囲内とし、支援関係者以外の

第三者に提供してはならない。

(秘密を守る義務)

第８条 避難行動要支援者への支援に際し、知り得た秘密を漏らしてはならない。

（利用目的の公表）

第９条 当町内会は、保有個人情報の利用目的及び次条の規定による開示等の請

求に応じる手続の方法を、当町内会が発行する会報等に掲載するなどの手段に

より、避難行動要支援者の知り得る状態に置かなければならない。

（開示等）

第１０条 当町内会は、本人から、当該保有個人情報の開示を求められたときは、

本人に対して当該保有個人情報を開示しなければならない。

２ 当町内会は、本人から、当該保有個人情報の内容が事実でないという理由に

よって当該保有個人情報の内容の訂正を求められた場合には、利用目的の達成

に必要な範囲内において、必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個

人情報の内容の訂正等を行わなければならない。

３ 前項の規定による請求により、保有個人情報の内容の全部若しくは一部につ

いて訂正を行ったとき又は訂正を行わない旨の決定をしたときは、当町内会は、

本人に対しその旨を通知しなければならない。

４ 当町内会は、本人から、当該保有個人情報が本規程の規定に反して取り扱わ

れているという理由によって、当該保有個人情報の利用の停止又は消去を求め

られた場合であって、その求めに理由があると判明したときは、必要な範囲で、

当該保有個人情報の利用停止等を行わなければならない。

５ 前項の規定による請求は、本人ができないとき、又はやむを得ない理由があ

ると認められるときは、代理人によって行うことができる。

（理由の説明）

第１１条 当町内会は、前条の規定により本人から求められた措置の全部又は一

部について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置

をとる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなけれ
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ばならない。

（苦情の処理）

第１２条 当町内会は、保有個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処

理に努めなければならない。

（取扱い事務の継承）

第１３条 当町内会の役員に改選があったときは、新旧の役員は避難行動要支援

者名簿等について、速やかに引継ぎを行わなければならない。

（その他）

第１３条 本規程に定めのない事項については、新座市個人情報の保護に関する

条例の本旨に従い、個人情報を適正に取り扱うものとする。

附 則

この規程は、平成 年 月 日から施行する。
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